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親魚資源量の動向 

太平洋クロマグロの資源状況等 

• 2012年の親魚資源量は26,324tで、歴史的最低水準（約19,000t）付近。 
• 2012年の加入は、約712万尾で、過去（61年間）8番目の低水準。直近５

年間の加入の平均値も、過去平均以下。 

○ 資源管理措置 ○ 資源状況 

歴史的中間値（約4.3万ｔ） 

歴史的最低値（約1.9万t：1984年） 

加入（0歳魚）の動向 
千尾 

歴史的平均値 

（約1500万尾) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

２０１０年度
（２２年度）

２０１１年度
（２３年度）

２０１２年度
（２４年度）

２０１３年度
（２５年度）

２０１４年度
（２６年度）

漁業管理 沿岸漁業

届出制移行、漁獲実績報告
の義務化

承認制移行、漁獲実績報告
の義務化

沖合漁業

養殖業

 （以降、毎年度同様に実施）

輸入管理
韓国産
クロマグロ

メキシコ産
クロマグロ

措置の内容

定置漁業の免許数抑制

曳き縄漁業
等の自由
漁業

まき網漁業の未成魚管理（九州西・日本
海及び太平洋）

まき網漁業の成魚管理（日本海）

輸入業者等への輸入増大抑制の協力要
請

クロマグロ養殖場の登録制、養殖実績報
告の義務化

養殖実績の公表

養殖場拡大防止の大臣指示

輸入情報収集

輸入業者等への輸入増大抑制の協力要
請

輸入情報収集

10年1月

11年7月～（日本海・九州西）、12年7月～（太平洋、瀬戸内海）

14年4月～（全海区）

11年1月

10年1月

11年1月

11年2月

11年9月

11年4月

11年4月

11年1月 ～ 12月

3月
公表

12年1月
収集

12年10月

4,250トン（2014年）

2,000トン/年

5,000トン/年
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ポイント 

1. 低加入が継続する場合、現行のWCPFC・IATTCの規制措置（シナリオ１）では、親魚資源の回復
は期待できない。 

2. 低加入が継続する場合、未成魚を50％削減（シナリオ6）した場合のみ親魚資源が回復。 
3. 上記2の場合、親魚資源は、10年以内に85%の確率で歴史的中間値（約43,000トン）まで回復する

見込み。 
 

現行（2014年）のWCPFC及びIATTCの規制（シナリオ１）のほ
か、6通りの追加規制を実施した場合の親魚資源量の回復状
況を試算。 

※ 未成魚＝30kg未満 

未成魚の50％削減（シナリオ6）以外は、10年以内に歴史
的中間値まで回復せず 

・上記のグラフは、シナリオごとの6千回のシミュレーション結果の中央値であり、計算結果の半

数はこれよりも低い。 

・加入レベルは、当初10年間は80年代の低レベル、その後は過去平均レベルを想定。  

・2014年から10年以内（2024年まで）に歴史的中間値を達成する確率は、未成魚25%削減の場合

16%、未成魚50%削減の場合85%。 

○ 親魚資源量の将来予測 
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今後の課題・方向性等 
課 題 等 
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「太平洋クロマグロの管理強化についての対応」（平成22年5月11日農林水産省）及び現在の資源状況を
踏まえ、 
 太平洋クロマグロの親魚資源を10年以内に歴史的中間値まで回復させるべく、 
 当面の間、未成魚漁獲量の2002-2004年平均レベル（漁獲実績）からの半減に向けて、国際的・国内

的な対応を進めることとしたい。 
 
【参考】 「太平洋クロマグロの管理強化についての対応」（平成22年5月11日農林水産省）（抄） 

 ２．今後の対応 
  （1）基本的な対応 
       未成魚の漁獲を抑制・削減し、大きく育ててから漁獲することにより、太平洋クロマグロの資源管理を推進します。また、資源変動の大きい本種の親魚資源

量が中長期的（5～10年）に適切な変動の範囲内に維持され、これまでの最低水準を下回らないよう管理していきます。 

 
 
 
 
 
  

今後の方向性等 

国際対策  

 IATTC・WCPFCにおいて適切な保存管理措置（未成魚漁獲量の半減等）が採択されるよう、我が国が
リーダーシップを一層発揮。 

国内対策  

 2015年から、未成魚漁獲量の2002-2004年平均レベル（漁獲実績）からの半減に取り組む。  
 具体的な取組手法等は、広域漁業調整委員会等において検討。 
 漁業種類別の削減方法 
  ① まき網： 漁獲量上限規制を強化 
  ② 曳き縄、定置網等の沿岸漁業： 
     本年4月導入の承認制をベースに漁獲量モニタリングのシステムを構築し、漁獲を抑制等 
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トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群の資源状況等 

• 日本海～東シナ海～瀬戸内海に広く分布回遊 
• 全国ベースの公式な漁獲量データが存在しないため、

下関唐戸魚市場（株）での取扱量を資源評価の指標と
して活用 

• 資源量は2000年代前半には1,000トン前後の水準に
あったが、その後漸減し2012年は717トン 

• 近年の資源動向は低位で、水準は減少傾向 

○ 資源管理措置 

はえ縄漁業 

○ 広域資源管理検討会議を設置（山口、福岡、長崎、
佐賀、熊本、広島） 

･対象海域：熊本～山口西方（瀬戸内海、有明海、八代
海を除く） 

・5㌧以上船は県ごとに上限隻数を設定 

・休漁期間の設定 

・全長25㌢(一部海域では20㌢)以下の再放流 

○ 上記取組を日本海・九州西広域漁業調整委員会指
示で裏打ち 

 

  

   
     
 
 
 
 
 
 

沿岸漁業 

（釣り、小型定置網、小型底びき網等） 

○九州西岸～日本海～瀬戸内海の20府県では独自に
資源管理に取り組み 

・漁具規制 

・小型魚再放流（10･15・20㌢以下、500㌘以下） 

○資源管理を検討する体制は脆弱 

○ 資源状況 
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関係県によって近年150万～250万尾の人工種苗
を放流 5 



今後の課題・方向性等 

 

○生態に不明な点が多く、資源減少要因が未
解明 

 

○広域（九州西沿岸～日本海～瀬戸内海）で
多様な知事管理漁業等(20府県）が操業 

○多くの漁業が成魚から未成魚まで満遍なく
漁獲 

 

 

○資源を下支えする種苗放流の効率化 

課 題 等 
 

○科学的知見の充実 

 ・生態把握、資源減少要因の解明 

 ・小型魚再放流の効果検証等 

○トラフグを漁獲する全ての関係漁業者等が
参画し、資源管理の取組を検討 

・はえ縄漁業者によるこれまでの取組の効果検証を
踏まえた継続と強化 

・小型定置網、小型底びき網等による未成魚漁獲の
抑制等 

 

○資源管理と種苗放流の連携による効果的
な資源増大 

・放流種苗を効果的に再生産に結びつける資源管
理手法の検討 

・関係県の連携による放流効果が高い海域への放
流、健苗の生産、受益を踏まえた費用負担等 

今後の方向性 
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資源管理指針・資源管理計画のポイント 
 資源状況等に即し、漁業者、研究機関、行政が一体となった計画的資源管理を行うため、平成２３年度から

資源管理指針・資源管理計画の仕組みを導入。 
 従来、資源回復計画等により行われている資源管理の取組を他の魚種、漁業にも拡大し、基本的に全ての

漁業者が計画に基づく資源管理に参画するよう促進。 

 公     的     規     制 
 

 漁業関係法令、漁業調整規則、漁業権行
使規則、許可の制限条件、委員会指示 

資 源 回 復 計 画 
広域種（国）、地域種（都道府県） 

自 主 的 資 源 管 理 
 

・地域ごとの資源管理型漁業の予  
 算事業  
・浜のルール、申し合わせ事項等 

資源管理計画 

（漁業者作成） 

指針に沿った 
計画を作成、 

実践 

◇資源管理体制のイメージ 

指
針･

計
画
に
包
含 

資源管理
を下支え 

資 源 管 理 指 針 

(国・都道府県作成） 

指針により、資源管理の
方向性を体系化 

漁業者の自主的な資源管理の取組の推進について 

資源管理計画作成状況 
（平成２５年３月末現在） 
１．大臣管理漁業 
   計  画  数：   １４計画 
   参加隻数：１，０２３隻 
２．知事管理漁業 
   計  画  数： １，６９１計画 
   参加者数：５６，９３３経営体 
３．漁業者が取り組む資源管理措置 
  個別漁獲割当等の漁獲量制限、休漁、  
  網目の拡大、種苗放流など 
 
計画参加者の全体漁獲量のカバー率 
                  資源管理計画参加者の漁獲量 
              全体漁獲量 
大臣・知事管理漁業全体 ７７．８％ 
   大臣管理漁業      ８９．２％ 
   知事管理漁業      ７０．０％  

カバー率＝ 
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（参考）資源管理計画作成状況について（平成２５年３月末現在） 

○計画数 ： 件１，６９１

○参加者数（経営体ﾍﾞｰｽ ： 経営体） ５６，９３３

○参加率 ： ％※1 ４８．９
※1 総経営体数(県報告値）116,341に占める参加者数の割合

○管理措置概要
漁業種類 管理措置漁業種類ごと

※2
の計画数

、 、 、釣り ３６９ 休漁 漁獲量制限(個人毎) 漁獲物制限
種苗放流 など

はえ縄（釣り） ７６ 休漁、操業期間制限、漁獲物制限、区域
制限、種苗放流 など

はえ縄(つぼ・かご等） １８５ 休漁 漁獲量制限(個人毎/地区毎/ｸﾞﾙｰﾌﾟ、

毎)､漁具制限､種苗放流 など
採介藻 １８５ 休漁､漁獲量制限(個人毎/地区毎/ｸﾞﾙｰﾌﾟ

毎)､漁獲物制限､種苗放流 など
定置網 ５２７ 休漁、操業期間制限、漁獲量制限(地区

毎)､漁具制限､種苗放流､漁場造成･保全
など

建網 ２１ 休漁、漁獲物制限、種苗放流
、 、 、 、刺網 ３９２ 休漁 漁獲物制限 漁具制限 区域制限

種苗放流 など
底曳網 ２９３ 休漁 漁獲量制限(個人毎/地区毎/ｸﾞﾙｰﾌﾟ、

毎)､漁具改良 など
船曳網 １０９ 休漁 漁獲量制限(個人毎/地区毎/ｸﾞﾙｰﾌﾟ、

毎)、操業時間制限 など
まき網 ６３ 休漁、漁獲物制限、区域制限 など
その他網 ６９ 休漁、漁獲物制限、従事者数制限、種苗

放流 など
合計 ２,２８９

※2 同一計画で複数漁業種類をまとめている場合、漁業種類ごとに分けてカウント

大臣管理漁業 知事管理漁業 

○計画数： 漁業種類１４

○参加隻数： 隻１，０２３

○参加率 ： ％※１ ６８．０
※１ 許可隻数１，５０４隻に占める参加隻数の割合

○資源管理計画概要
漁業種類 資源管理措置 参加 許可

※2（指針に記載のもの） 隻数 隻数
沖合底びき網漁業 休漁、漁獲量制限、漁獲 ３４３ ３２８

物制限、漁具制限、区域
制限、漁具改良、種苗放
流等

以西底びき網漁業 漁具制限、種苗放流等 １０ １０
遠洋底びき網漁業 － ９
太平洋底刺し網等漁業 休漁、区域制限 １ １３
大中型まき網漁業 休漁、漁獲量制限等 ７８ ７４
（海外まき網漁業を除く）
海外まき網漁業 休漁 ３４ ３６
遠洋まぐろはえ縄漁業 休漁 ７１ ２７０
近海まぐろはえ縄漁業 休漁 １２０ ３０６
遠洋かつお一本釣り漁業 休漁 ３７ ４３
近海かつお一本釣り漁業 休漁 ３４ ４５
北太平洋さんま漁業 休漁等 １５８ １６０
日本海べにずわいがに漁業 休漁､漁獲量制限､漁獲物 １２ １１

制限､区域制限､漁具改良
等

いか釣り漁業 休漁、区域制限 １０８ １１６
ずわいがに漁業 休漁､漁獲量制限､漁獲物 ９ １６

制限､区域制限､漁具改良
東シナ海はえ縄漁業 休漁 ８ ６７

合計 1,023 1,504
※2 平成２４年８月１日現在。 8 



ゼロ 

積立ぷらすの 

発動ライン 

漁業共済の 
発動ライン 

収入変動 

積立ぷらすの
補塡部分 

・ 計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し、共済の仕組みを   
活用して補助 

１．漁業共済経由の補助 

  （漁業共済資源管理等推進特別対策事業） 

２．積立ぷらす経由の補助 

  （資源管理等推進収入安定対策事業） 

・ 計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し、収入が減少した場   
合に、漁業者が拠出した積立金と国費により補塡 

・ 補助額は、積立金の国庫負担分に相当（漁業者と国の積立金の
負担割合は１：３） 

３４，５１０（３３，８３０）百万円 

○ 積立方式（積立ぷらす） 

 ・ 漁業者自身の積立てと国費の積立て（１：３相当）が 

   補塡原資  

  ・ 漁業者の拠出が掛捨てとならない方式 

○ 保険方式（漁業共済） 

  ・ 漁業者が拠出した共済掛金が補塡原資。共済掛金 

    に国庫補助。補助額は掛金の30%（平均）相当 

  ・ 漁業者の拠出（掛金）が掛捨てとなる方式 

資源管理・収入安定対策のイメージ図 

基準収入 

漁業共済で 

補塡可能な 

部分 

 

自己負担部分 

積立額 

漁業者の収入変動イメージ それぞれの補填対象部分 

減 

収 

90%（原則） 

100% 

80%（原則） 

（１）事業の内容 

（２）対象漁業者の要件 

・ 資源管理計画・漁場改善計画の参加漁業者であり、かつ、計画に記載 
された措置を適切に履行していることが確認された者 

・ 一定の契約割合以上で漁業共済に加入している者 

（３）平成２６年度概算決定額 

国 費 

※基準収入：個々の漁業者の直近5年の収入のうち、最大値と最小値を除いた中庸3カ年の平均値 

(※) 

資源管理・収入安定対策（漁業共済・積立ぷらす） 

・ 補助額は、共済掛金の３０％（平均）に相当 

 計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し、漁業共済・積立ぷらすの仕組みを活用した資源管理・収入

安定対策を構築。これにより資源状況の変化等に即した機動的資源管理を進めるとともに、漁業経営の安

定を図り、国民への水産物の安定供給を確保。 
 共済加入率：６９％ （うち収入安定対策分：６０％） （平成２５年１２月末） 
 共済加入件数：２３，９８４件 （うち収入安定対策分：１９，０６３件） （平成２５年１２月末） 

より厳しい資源管理（強度資
源管理タイプ）を行う場合に、
95％まで引き上げ 
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